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証券コード　7030
2022年12月７日

株　主　各　位
（本店所在地）新潟県長岡市東坂之上町二丁目２番地１
（本部事務所）東京都豊島区西池袋一丁目11番１号
株 式 会 社 ス プ リ ッ ク ス

代表取締役社長 常 石 　 博 之

１．日 時 2022年12月23日（金曜日）午前10時（受付開始時間：午前９時30分）
２．場 所 新潟県長岡市台町２丁目８番35号

ホテルニューオータニ長岡　２階　白鳥の間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項
報告事項 １. 第26期（2021年10月１日から2022年９月30日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第26期（2021年10月１日から2022年９月30日まで）計算書類報告の件

第26期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第26期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　なお、当日ご出席にならない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますよ
うお願い申しあげます。

［書面による議決権行使の場合］
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年12月22日（木曜日）午後
７時までに到着するようご返送ください。
［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、画面
の案内にしたがって、2022年12月22日（木曜日）午後７時までに、議案に対する賛否をご入力くだ
さい。
　なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、４頁の「インターネットによる議決権行
使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記
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決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
第５号議案 会計監査人選任の件

 
以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

◎本招集ご通知に添付すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び当社定款第14条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://sprix.jp）に掲載してお
りますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。

　・連結計算書類の「連結注記表」
　・計算書類の「個別注記表」
　従いまして、本招集ご通知の提供書面は、会計監査人及び監査等委員会が監査した連結計算書類及

び計算書類の一部であります。
◎事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類の記載事項について修正が生じた場合

は、上記当社ウェブサイトに掲載いたします。
◎株主総会当日までの新型コロナウイルス感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、やむなく会

場や開始時刻が変更となる場合がありえます。その場合には上記当社ウェブサイトに掲載いたしま
すので、事前に情報を確認していただけますようお願い申しあげます。

◎会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備いたします。ご来場の株主様は、マスク
の持参・着用をお願い申しあげます。また、その他の感染予防のための措置を講じる場合もありま
すので、ご協力のほどよろしくお願い申しあげます。

◎株主総会の運営スタッフは、体調を確認のうえマスク着用で応対をさせていただきます。
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株主総会にご出席される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時
　 2022年12月23日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）

書面（郵送）で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函く
ださい。

行使期限
　 2022年12月22日（木曜日）午後７時到着分まで

インターネットで議決権を行使される場合

パソコン又はスマートフォンから議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にア
クセスし、同封の議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」
をご入力いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限
　 2022年12月22日（木曜日）午後７時入力完了分まで

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

※ 書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効
として取扱わせていただきます。

※ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは1回に限り可能
です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を
行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入
力する方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

※操作画面はイメージです。

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120-173-027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
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（2021年10月 1 日から
2022年 9 月30日まで）

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和され、
社会経済活動に回復傾向が見られたものの、ウクライナ情勢が引き続き不透明ななか、原材料価格の
上昇や金融資本市場の変動等による景気の下振れが懸念されております。
　当社グループの属する教育サービス業界におきましては、少子化が進むなかで、様々な教育制度改
革が進行しております。
　また、新型コロナウイルス感染症を起因とし、あらゆる産業でアナログからデジタルへの転換、サ
ービスの在り方が見直されるなか、IT技術の活用等による新たな教育・指導形態の必要性も一層高ま
ってきております。
　このような状況のもと、当社グループでは、教育サービス事業の経営マネジメントを強化したこと
に伴い、当連結会計年度より「森塾」「湘南ゼミナール」及び「河合塾マナビス」の３つの報告セグ
メントに区分し、セグメントごとの概況を開示することといたしました。
　なお、前第１四半期連結会計期間末に株式会社湘南ゼミナールの全株式を取得し子会社化いたしま
したので、前連結会計年度には前第１四半期連結累計期間の被取得企業の業績は含んでおりません。

　セグメント情報は次のとおりです。
　中核事業である個別指導形式の学習塾「森塾」におきましては、当連結会計年度末において191教
室（前連結会計年度末比16教室増）展開しておりますが、その内訳は、株式会社スプリックス運営
が146教室（前連結会計年度末比16教室増）、株式会社湘南ゼミナール運営が45教室（前連結会計
年度末比増減なし）であります。夏期の生徒募集期に新型コロナウイルス感染症の再拡大があったも
のの堅調に推移いたしました。
　これらの結果、当連結会計年度末における「森塾」在籍生徒数は47,728人と、株式会社湘南ゼミ
ナールの運営する「森塾」と合わせ、前連結会計年度末比3,097人増となりました。その内訳は、株
式会社スプリックス運営が37,591人（前連結会計年度末比2,364人増）、株式会社湘南ゼミナール運
営が10,137人（前連結会計年度末比733人増）であります。
　集団指導形式の学習塾「湘南ゼミナール」におきましては、当連結会計年度末において182教室
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森塾 湘南ゼミナール 河合塾マナビススプリックス
運営

湘南ゼミナール
運営

売上高（注１） 14,512百万円 11,480百万円 3,031百万円 8,945百万円 3,330百万円
セグメント利益（注１、２） 3,564百万円 2,964百万円 600百万円 1,113百万円 545百万円
EBITDA（注３） 3,786百万円 3,069百万円 716百万円 1,462百万円 710百万円
2022年９月末現在教室数 191教室 146教室 45教室 182教室 48教室
2022年９月末現在生徒数 47,728人 37,591人 10,137人 20,918人 5,202人

（前連結会計年度末比４教室増）を展開しております。
　講義映像とチューターを用いた大学受験指導を行う学習塾である「河合塾マナビス」におきまして
は、当連結会計年度末において株式会社湘南ゼミナールがフランチャイジーとして48教室（前連結
会計年度末比１教室増）を展開しております。
　なお、当連結会計年度末における主な学習塾ブランドごとの売上高、セグメント利益、教室数及び
生徒数は以下のとおりであります。

（注１）売上高は外部顧客への売上高、及びセグメント利益は、セグメント間取引の相殺前の数値で
　　　あります。
（注２）セグメント利益は、のれんを除く無形固定資産の償却費を反映しております。
（注３）EBITDAは、営業利益+支払利息+減価償却費であります。

　報告セグメントに含まれない「その他」の区分は、「新規事業（研究開発費等を含む）」、「自立
学習ＲＥＤ」、「そら塾」、教育関連サービス（フォレスタシリーズの販売、「東京ダンスヴィレッ
ジ」の運営）、「プログラミング能力検定」、「和陽日本語学院」等を含んでおります。
　「自立学習ＲＥＤ」は、教育ITを利用した学習塾であり、当連結会計年度末において直営５教室
（前連結会計年度末比増減なし）、FC183教室（前連結会計年度末比24教室増）を展開しておりま
す。
　また、「その他」に含まれる教育関連サービスにおきましては、個別指導用教材「フォレスタシリ
ーズ」、ICTを活用した映像教材「楽しく学べるシリーズ」、塾講師募集webサイト「塾講師ＪＡＰ
ＡＮ」などの既存事業がいずれも好調だったことに加え、株式会社サイバーエージェントグループと
協業中の「キュレオプログラミング教室」「プログラミング能力検定」などの新規事業も順調に拡大
しております。さらに、AIタブレットで基礎学力を養成する「ＤＯＪＯ」や、スプリックス基礎学力
研究所による国際基礎学力検定「ＴОＦＡＳ」の提供を開始するなど、学習塾サービスとの相乗効果
を最大限に発揮できる取組みも積極的に進めております。
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　以上の結果、当連結会計年度の売上高は29,352百万円（前連結会計年度末比13.3％増）、営業利
益は2,778百万円（前連結会計年度末比14.0％増）、経常利益は2,782百万円（前連結会計年度末比
14.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,607百万円（前連結会計年度末比9.5％増）、
EBITDA（＝営業利益+支払利息+のれん償却+減価償却費）は3,938百万円（前連結会計年度末比
16.3％増）となりました。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は922百万円
で、その主なものは和陽日本語学院の事業譲り受け及び「森塾」等における新規開校及び増床
に伴う内装工事によるものであります。

③ 資金調達の状況
　該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　当社は、2022年7月1日付で株式会社和陽日本語学院を設立し、株式会社ひのき会が運営す
る日本語学校和陽日本語学院の事業を譲り受けました。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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区 分 第 23 期
(2019年９月期)

第 24 期
(2020年９月期)

第 25 期
(2021年９月期)

第 26 期
(当連結会計年度)
(2022年９月期)

売 上 高(百万円) － 11,843 25,901 29,352

経 常 利 益(百万円) － 1,787 2,434 2,782
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益(百万円) － 1,150 1,467 1,607

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) － 67.08 85.41 93.80

総 資 産(百万円) － 11,485 19,277 19,574

純 資 産(百万円) － 8,091 8,864 9,774

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) － 470.37 516.46 568.19

区 分 第 23 期
(2019年９月期)

第 24 期
(2020年９月期)

第 25 期
(2021年９月期)

第 26 期
(当事業年度)

(2022年９月期)
売 上 高(百万円) 11,410 11,843 13,362 14,420

経 常 利 益(百万円) 2,744 1,817 1,895 1,949

当 期 純 利 益(百万円) 1,773 1,168 1,360 1,225

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 103.51 68.14 79.16 71.52

総 資 産(百万円) 10,861 11,476 12,758 13,649

純 資 産(百万円) 7,642 8,081 8,765 9,330

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 446.12 471.43 511.11 542.35

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況
①企業集団の財産及び損益の状況

（注１）第24期（2020年９月期）より連結計算書類を作成しているため、第23期（2019年9月期）については
記載しておりません。

（注２）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31⽇）等を当連結会計年度の期⾸
から適⽤しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適⽤した後の数値と
なっております。

　②当社の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31⽇）等を当連結会計年度の期⾸か
ら適⽤しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適⽤した後の数値となっ
ております。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社湘南ゼミナール 48百万円 100.0％ 学習塾の運営
株式会社湘南ゼミナール
オ ー シ ャ ン ５百万円 100.0％ 学習支援事務
株式会社プログラミング
総 合 研 究 所 50百万円 60.0％ プログラミング検定の開発、運用、販売

株式会社和陽日本語学院 75百万円 100.0％ 日本語学校の運営

会社名 住所 株式の帳簿価額 当社の総資産額

株式会社湘南ゼミナール 神奈川県横浜市西区高島
二丁目６番32号 4,500百万円 13,649百万円

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）１．当社は、2022年７月１日付で株式会社和陽日本語学院を設立し、株式会社ひのき会が運
営する日本語学校和陽日本語学院の事業を譲り受け、同社を連結の範囲に含めておりま
す。

　　　２．当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

⑷ 対処すべき課題
　当社グループを取り巻く環境は、大きく急激に変化しております。国内では、少子化による学
齢人口の減少は続くものの、大学への進学率は過去最高を記録し、家計における教育関連支出の
水準も高止まりする等、教育への期待はさらに高まっております。教育におけるＩＴ化やグロー
バル化の必要性が一層高まり、政府も教育制度の見直しに強い意欲を見せる等、新たな時代を迎
えております。
　また、世界全体で見ると、経済成長と比例するように教育市場も成長しております。これは、
人口の増加に加え、就学率の大幅な上昇が大きな要因となっております。なかでも、新興諸国で
の中間層の拡大に伴う学力向上へのニーズや、急速なテクノロジーの変化に応じたスキルを持つ
人材へのニーズの高まりが背景にあります。
　なお、新型コロナウイルス感染症の影響は、学習塾サービスにおいては、一時的に生徒募集に
影響したものの、行動制限が緩和され、経済活動全般の再開を背景に生徒募集は堅調に推移して
おります。また、教育関連サービスにおいては「フォレスタ」シリーズの販売など、既存事業が
いずれも好調であったことに加え、「ＴＯＦＡＳ」などの新規事業も順調に拡大し、学習塾サー
ビスとの相乗効果を最大限に発揮できる取り組みも積極的に進めている状況であります。
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　このような状況のもと、当社グループは、企業ミッション達成のために、以下の対処すべき課
題に取り組んでまいります。

① 生徒の成績の向上
　当社グループの学習塾サービスにおきましては、生徒の学校での成績の向上を追求しており
ます。そのために、テスト結果や教材内容の分析、また、講師による指導効果の分析を継続的
に行い、その分析結果に基づき指導オペレーションや教材の改善及びシステム化を進め、指導
力の向上を図っております。また、成績の向上に係る目標の達成度合をスタッフの人事評価に
おける構成要素の一つとしております。
　当社グループは、今後も指導力の向上を推進し、一人でも多くの生徒の学校での成績の向上
に貢献できるよう努めてまいります。

② サービスの認知度の向上とブランドの確立
　当社グループでは、当社グループが提供するそれぞれのサービスのターゲット層にアプロー
チする上で、最適な手法かつ適切なコストでの施策に絞り、販売促進・広告宣伝を効率的に行
ってまいりました。また、口コミ・友人紹介等の外部コストの掛からない販売促進・広告宣伝
の施策を、当社グループのサービスの認知度向上・顧客の獲得に大いに役立ててまいりまし
た。
　しかしながら、既存事業のさらなる拡大及び競合企業との差別化、そして新規事業の認知度
向上及び顧客の獲得を図るに際して、ブランドのより一層の確立が重要であると認識しており
ます。またＷＥＢ・モバイルインターネットを中心に、販売促進・広告宣伝の手法も目覚まし
く進化を遂げております。今後は、費用対効果も慎重に検討の上、販売促進・広告宣伝活動を
強化してまいります。

③ エリアマーケティング・地域展開
　当社グループでは、自らリアルの場を設けて教育サービスを提供する事業も営んでおりま
す。その地域展開や具体的な出店・開校の際は、エリア・商圏の環境・経済の動向、市場・競
合の状況、現在の自社の他教室との位置関係、潜在顧客数、講師採用見込み、候補物件の状
況、収支の予測等、様々な要素を総合的に勘案し、決定しております。
　今後も事業の拡大・成長を図るため、新たな地域への展開、新規の出店・開校は重要な戦略
の一つと考えております。当社グループの人員・管理体制等のリソースを勘案しながら、出
店・開校のペースを加速化してまいります。また、新興諸国を中心とした中間層の教育ニーズ
の高まりを背景に、市場調査の上、新たな地域・国への進出を進めてまいります。
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④ 教育コンテンツの品質向上
　当社グループでは、様々な領域でのオリジナルの教育コンテンツを企画・開発・制作・販売
しております。既に販売・提供を開始している教育コンテンツについても、ユーザーのニーズ
や目的に応じて、また教育現場の声を反映して、常により良いコンテンツとなるよう、ノウハ
ウの蓄積と科学的分析に基づく日々の改善活動を推進しております。今後も、社会の変化や顧
客・教育現場のニーズを的確に捉え、教育サービスを通して、より多くの人の人生に貢献でき
るよう、教育コンテンツの品質向上に取り組んでまいります。

⑤ 研究開発活動
　当社グループでは、市場の変化やユーザーのニーズに迅速に対応し、また競争力の確保・競
合企業との差別化が可能な、より魅力ある収益性の高い教育コンテンツを提供するために、継
続的な研究開発活動を行っております。今後も新たな業態・サービスや、情報通信技術をはじ
めとする各種の新技術を採り入れた高品質・高付加価値・低コストな教育コンテンツの研究開
発に取り組んでまいります。

⑥ 人材の確保と育成・開発
　当社グループでは人材について、社内リソースと事業計画・今後の展開を勘案し、計画的に
人材を確保してまいりました。また、継続的な人材の確保とともに、当社グループの企業ミッ
ション・ヴィジョン・ＡＣＴＩＯＮライン（行動指針）を理解し、実行していくことのできる
人材の育成・スキルの開発が重要と考えております。今後も、当社グループのスピード感のあ
る展開・成長に対応し、さらには牽引することのできる人材の確保と育成・開発に取り組んで
まいります。

⑦ 経営体制のさらなる強化
　当社グループでは、これまで会社の成長ステージに応じた経営体制を構築してまいりまし
た。今後も継続的に事業の拡大・成長を実現し、あらゆるステークホルダーの期待にお応えで
きるよう、経営体制のさらなる強化が必要と認識しております。
　当社グループは、組織が健全かつ有効・効率的に運営されるよう、法令遵守の徹底はもとよ
り、一層の内部管理体制の充実・強化に努めてまいります。
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区 分 事 業 内 容

学 習 塾 サ ー ビ ス

「森塾」の運営
「湘南ゼミナール」の運営
「河合塾マナビス」のフランチャイジー運営
「自立学習ＲＥＤ」の運営及びフランチャイズ展開
「そら塾」の運営

教 育 関 連 サ ー ビ ス

「フォレスタ」シリーズの開発・販売等
「東京ダンスヴィレッジ」の運営
「塾講師ＪＡＰＡＮ」の運営
「グリムスクール」の運営
中国語検定「ＨＳＫ」に関連する書籍・アプリの販売
「ＱＵＲＥＯプログラミング教室」の販売
「プログラミング検定」の開発、運営、販売
「ＤＯＪＯ」の開発、運営、販売
「ＴＯＦＡＳ」の開発、運営、販売
「和陽日本語学院」の運営

⑸ 主要な事業内容（2022年９月30日現在）
　当社グループは、教育サービス事業を行っております。
　当社グループが提供する主なサービスは以下のとおりです。
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名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社

本 部

SPRIX Engineering Lab

自 立 学 習 R E D （ 直 営 ）

東 京 ダ ン ス ヴ ィ レ ッ ジ
　

新潟県長岡市

東京都豊島区

新潟県長岡市

埼玉県　5教室

東京都　２教室
　

森 塾 （ 直 営 ）

新潟県　４教室
埼玉県　40教室
千葉県　34教室
東京都　55教室
茨城県　9教室
群馬県　２教室
栃木県　２教室

株 式 会 社 湘 南 ゼ ミ ナ ー ル 本社（神奈川県横浜市）
株 式 会 社 湘 南 ゼ ミ ナ ー ル
オ ー シ ャ ン 本社（神奈川県横浜市）
株 式 会 社 プ ロ グ ラ ミ ン グ
総 合 研 究 所 本社（東京都豊島区）

株 式 会 社 和 陽 日 本 語 学 院 本社（東京都世田谷区）

⑹ 主要な営業所（2022年９月30日現在）
① 当社

② 子会社
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使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

1,298（1,638）名 ７名減（95名増）

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

531（969）名 29名増（86名増） 29.7歳 4.0年

⑺ 使用人の状況（2022年９月30日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員数であります。なお、使用人数欄の（外書）は、臨時雇用者数（非常勤講師及びパー
トタイマー）の最近１年間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員数であります。なお、使用人数欄の（外書）は、臨時雇用者数（非常勤講師及びパー
トタイマー）の最近１年間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,454百万円

⑻ 主要な借入先の状況（2022年９月30日現在）

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 60,000,000株
② 発行済株式の総数 17,487,150株
③ 株主数 4,062名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有限会社フラットストーン 8,577,500株 50.04％

常石　博之 1,293,750 7.55

ＣＲＥＤＩＴ　ＳＵＩＳＳＥ　ＡＧ 869,400 5.07

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 792,200 4.62

平石　明 724,550 4.23

ＭＳＩＰ　ＣＬＩＥＮＴ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 381,811 2.23

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 232,800 1.36

ＤＢＳ　ＢＡＮＫ　ＬＴＤ．　７００１５２ 212,000 1.24

スプリックスグループ従業員持株会 168,100 0.98

クレディ・スイス証券株式会社 151,300 0.88

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2022年９月30日現在）

④ 大株主

（注）１. 当社は、自己株式を345,285株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤ その他株式に関する重要な事項
　　該当事項はありません。
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第 １ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2015年８月24日

新 株 予 約 権 の 数 2,949個　
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 442,350株
(新株予約権１個につき 150株)　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 13,800円
(１株当たり 92円)　

権 利 行 使 期 間 2022年10月１日から
2025年８月24日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役 員 の
保有状況

取 締 役
（監査等委員である取
締 役 を 除 く ）

新株予約権の数 2,949個
目的となる株式数 442,350株
保有者数 2名　

監査等委員である
取 締 役

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

⑵ 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予
約権の状況

（注）１. 第１回新株予約権の行使の条件
（1）新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当
社の役員若しくは従業員、当社が10％以上出資する会社の役員若しくは従業員又は当社に10％以上出
資する会社の役員若しくは従業員であることを要する。
（2）新株予約権者からの相続はこれを認めない。
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時期 ベスティング済新株予約権の個数

2022年10月１日以降 割当数の３分の１

2023年10月１日以降 割当数の３分の２

2024年10月１日以降 割当数の全部

（3）新株予約権者は、次に定める時期において、次に定める数の新株予約権（以下、「ベスティング
済新株予約権」という。）に限り、その全部又は一部を行使することができ、保有する新株予約権のう
ちベスティング済新株予約権でないものを行使することはできないものとする。なおベスティング済新
株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

　新株予約権の取得の条件は次のとおりであります。
①当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案又
は株式移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。
②新株予約権者が、上記「新株予約権の行使の条件」(1)により新株予約権を行使できなくなったと
き、及び新株予約権者に相続が生じたときは、当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。
③新株予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社は当該新株予約権を無償で取得す
ることができる。

２．2018年３月１日付で行った１株を150株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の
数」、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」及び「役員の保有状況」における「目的とな
る株式数」は調整されております。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 常 石 博 之

取 締 役 平 石 　 明 事業部門管掌

取 締 役 平 井 利 英 コーポレート部門管掌
取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ・ 常 勤 ） 赤 澤 嘉 信

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 大 津 広 一

株式会社オオツ・インターナショナル 代表取締役
社長
多摩大学大学院経営情報学研究科 客員教授
ピジョン株式会社社外監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 松 浦 剛 志 有限会社ウィルミッツ 代表取締役

ラフラインホールディングス株式会社 社長室長

⑶ 会社役員の状況
① 取締役の状況（2022年９月30日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）大津広一氏及び松浦剛志氏は、社外取締役であります。
２．取締役（監査等委員）赤澤嘉信氏は、当社のヒューマンリソース部長、内部監査室長を歴任し、コン

プライアンス経営やコーポレート・ガバナンスに関する相当程度の知見を有しております。
３. 取締役（監査等委員）大津広一氏は、経営アドバイザーとしての豊富な経験と会計に関する高い見識

を有しております。
４. 取締役（監査等委員）松浦剛志氏は、経営者としての専門的見地及び社外役員としての豊富な経験を

有しております。
５. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督

機能を強化するために赤澤嘉信氏を常勤の監査等委員として選定しております。
６. 当社は、取締役（監査等委員）大津広一氏及び松浦剛志氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要
当社は、取締役（監査等委員）３名（うち社外取締役２名）との間で、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。
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区 分 員 数 報 酬 等 の 額
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（う　　ち　　社　　外　　取　　締　　役）

３名
（－）

92百万円
（－）

監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役
（う　　ち　　社　　外　　取　　締　　役）

３
（２）

19
（9）

合 計
（う　　ち　　社　　外　　取　　締　　役）

６
（２）

112
（9）

③ 役員等賠償責任保険契約の概要
当社は、当社の取締役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責

任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこ
と、当該責任の追及に責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生
ずることのある損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きま
す。）を当該保険契約により補填することとしています。

なお、当該保険契約の保険料は全額を当社が負担しており、非保険者の実質的な保険料負担
はありません。

④ 取締役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2015年８月24日開催の臨時株主総会において、年

額500百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議されております。当該臨時株主総会
終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は３名（うち、社外取締役は０名）です。

３. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2015年８月24日開催の臨時株主総会において、年額40百
万円と決議されております。当該臨時株主総会時点の監査等委員である取締役の員数は３名（うち、
社外取締役は２名）です。

４. 上記の報酬等の額には、当事業年度において計上した役員退職慰労引当金繰入額1百万円が含まれて
おります。
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⑤ 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、2021年３月15日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除

く。以下、「取締役」という。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しておりま
す。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬委員会へ諮
問し、答申を受けております。

また、取締役会は、当連結会計年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容
の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、指名・報酬委
員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断
しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
イ．取締役の個人別の報酬等のうち、次の事項の決定に関する方針

１）個人別の報酬等（業績連動報酬等・非金銭報酬等以外）の額または算定方法
固定報酬（確定額報酬）として、株主総会で決定された報酬の範囲内で、会社の業績や経

営状況、及び各人の成果や責任等を勘案し、報酬額を決定する。
取締役退任時には、株主総会の決議を経て、別に定める役員退職慰労金規程に基づき決定

した額を支給する。
２）業績連動報酬等について業績指標の内容、額または数の算定方法

採用していない。
３）非金銭報酬等の内容、「額もしくは数」または「算定方法」

採用していない。
４）上記１）２）３）の割合（構成比率）

固定報酬が個人別の報酬等の額の全部を占める。
ロ．報酬等を与える時期・条件の決定に関する方針

固定報酬は、在任中に毎月定額を支払う。役員退職慰労金は、総会での承認可決を条件とし
て、退任後に支払う。
ハ．報酬等の内容の決定について取締役その他の第三者への委任に関する事項

１）委任を受ける者の氏名または当該会社での地位・担当
該当なし。

２）委任する権限の内容
該当なし。

３）権限の適切な行使のための措置がある場合はその内容
該当なし。
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ニ．報酬等の内容の決定方法（ハ．の事項を除く）
取締役会の諮問機関として社外取締役を議長とする指名・報酬委員会を設置し、メンバーは

代表取締役社長と社外取締役２名の合計３名で、社外取締役が過半数となるよう構成してい
る。各事業年度の役員の報酬等の額の決定にあたり、委員会で事前に審議したうえで取締役会
に提言することで、独立性と客観性の確保及び、意思決定プロセスの透明化を図っている。
ホ．その他個人別報酬等の内容の決定に関する重要な事項

該当なし。
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出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
（監査等委員） 大 津 広 一

当連結会計年度に開催された取締役会21回のうち20回、監査等委
員会18回のうち17回に出席いたしました。出席した取締役会及び
監査等委員会において、経営アドバイザーとしての専門的見地及び
社外役員としての豊富な経験に基づき、意思決定の妥当性・適正性
を確保するため適宜発言を行っております。また、指名・報酬委員
会の委員長として、当連結会計年度に開催された委員会２回の全て
に出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報
酬等の決定過程における監督機能を主導しております。

取締役
（監査等委員） 松 浦 剛 志

当連結会計年度に開催された取締役会21回のうち21回、監査等委
員会18回のうち18回に出席いたしました。出席した取締役会及び
監査等委員会において、経営者としての専門的見地及び社外役員と
しての豊富な経験に基づき、意思決定の妥当性・適正性を確保する
ため適宜発言を行っております。また、指名・報酬委員会の委員と
して、当連結会計年度に開催された委員会２回の全てに出席し、客
観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過
程における監督機能を担っております。

⑥ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役大津広一氏は、株式会社オオツ・インターナショナル代表取締役社長、多摩大学大
学院経営情報学研究科客員教授及びピジョン株式会社社外監査役であります。当社と各兼
職先との間には特別の関係はありません。

・取締役松浦剛志氏は、有限会社ウィルミッツ代表取締役及びラフラインホールディングス
株式会社社長室長であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

－ 22 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

報 酬 等 の 額

当連結会計年度に係る会計監査人の報酬等の額 45百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 53

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
　当社は、有限責任あずさ監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務
（非監査業務）である、株式会社ひのき会が運営する和陽日本語学院の事業譲受に係るデュー
デリジェンス業務についての対価を支払っております。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合、又は、会計監査人の適格性及び独立性を害する事由の発生により適正な監査の遂行
が困難であると認められる場合には、会計監査人の解任又は再任しないことを内容とする議案
を決定します。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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３. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
1)当社は、企業活動の根本に法令遵守を位置付け、取締役は法令遵守体制の充実や社内教育・
啓蒙に努める。
2)定期的に開催する取締役会にて、各取締役は重要な職務執行の状況を報告し、他取締役の職
務執行を相互に監視・監督する。
3)内部監査人は定期的な内部監査により、法令及び定款並びに社内諸規程の遵守その他適切な
職務執行を確認し、代表取締役及び監査等委員会に報告する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
1)文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を適切に保存・管理する。
2)取締役は、常時これらの文書等を検索・閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1)リスクについては、各部門において洗い出し、重要度、緊急度及び頻度等を検討した上で予
防策を敷く。
2)リスクが顕在化した際は迅速かつ組織的な対応を行い、損害を最小限に抑える体制を構築・
整備する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1)取締役会を原則毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、重要事項の決定を行う
とともに、取締役の職務執行を監視・監督する。
2)中期計画及び年度予算を策定し、目標を明確にして計数管理を行うとともに、その計画に基
づいて職務執行の状況を監視・監督する。
3)職務執行については、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程及びその他諸規程に基づき、
業務分担及び職務権限等を明確にして業務の効率性を高める。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
1)当社は、法令遵守はもとより、高い倫理観を持ち誠実な企業活動を行うものとする。
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2)使用人に対して、当社の一員として必要な知識の習得と、法令遵守に関する啓蒙を適宜実施
し、浸透・徹底を図る。
3)内部監査人は、各部門の職務執行の法令及び定款並びに社内諸規程への適合を確認し、代表
取締役及び監査等委員会に報告する。

⑥ 当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. 子会社の取締役会等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
1)当社は「グループ会社管理規程」を定め、担当取締役が子会社などの業務の状況を適時に
把握できる体制を整え、必要に応じて当社取締役会に報告する。
2)一定の事項については事前に当社取締役会の承認を要する旨を定める。
ロ. 子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制
1)リスクについては、子会社において洗い出し、重要度、緊急度及び頻度等を検討した上で
予防策を敷く。
2)リスクが顕在化した際は迅速かつ組織的な対応を行い、損害を最小限に抑える体制を構
築・整備する。

ハ. 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1)取締役会を原則３か月に１回開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、重要事項の決定
を行うとともに、子会社の取締役の職務執行を監視・監督する。
2)中期計画及び年度予算を策定し、目標を明確にして計数管理を行うとともに、その計画に
基づいて職務執行の状況を監視・監督する。

ニ. 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
1)当社の子会社においては、企業活動の根本に法令遵守を位置付け、取締役等及び使用人は
法令遵守体制の充実や社内教育・啓蒙に努める。
2)定期的に開催する取締役会にて、各取締役は重要な職務執行の状況を報告し、他取締役の
職務執行を相互に監視・監督する。
3)子会社の使用人に対して、当社グループの一員として必要な知識の習得と、法令遵守に関
する啓蒙を適宜実施し、浸透・徹底を図る。
4)親会社の内部監査人は定期的な内部監査により、法令及び定款並びに社内諸規程の遵守そ
の他適切な職務執行を確認し、当社の代表取締役及び監査等委員会に報告する。

ホ. その他の当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
子会社監査役を当社の常勤監査役もしくは管理部長が兼務することで、子会社の業務の適
正を確保するよう牽制を行う。
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⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
　監査等委員会が求めた場合は、その職務を補助する使用人を置くものとする。

⑧ 前号の取締役及び使用人の取締役（当該取締役及び監査等委員である取締役を除く。）から
の独立性に関する事項
　前号の取締役及び使用人の人事評価及び人事異動については、監査等委員会の同意を得るも
のとする。

⑨ 前号の取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　前号の取締役及び使用人に関して、監査等委員会の指揮命令に従う旨を取締役及び使用人に
周知徹底する。

⑩ 監査等委員会への報告に関する体制
イ. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするため
の体制
1)監査等委員は、重要な意思決定の過程及び職務執行の状況を把握するため、取締役会のほ
か重要な会議に出席し、報告を受けることができる。
2)取締役及び使用人は、監査等委員会の要請に応じて、職務執行の状況その他必要な報告及
び情報提供を行う。
3)監査等委員会は、契約書及び決裁書類その他重要な書類を随時閲覧・確認できる。
4)内部監査人は、監査等委員会に対して、内部監査の結果等について報告を行う。
ロ. 子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受け
た者が監査等委員会に報告するための体制
1)監査等委員は、重要な意思決定の過程及び職務執行の状況を把握するため、子会社の取締
役会のほか重要な会議に出席し、報告を受けることができる。
2)子会社の取締役、監査役及び使用人は、監査等委員会の要請に応じて、職務執行の状況そ
の他必要な報告及び情報提供を行う。
3)監査等委員会は、子会社の契約書及び決裁書類その他重要な書類を随時閲覧・確認でき
る。
4)当社の内部監査人は、監査等委員会に対して、子会社の内部監査の結果等について報告を
行う。
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⑪ 監査等委員会に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制
　監査等委員会に報告した者を、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いをすることを
禁止し、その旨を周知徹底する。

⑫ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ず
る費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に
係る方針に関する事項
監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ず
る費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理につ
いては、監査等委員の請求等に従い円滑に行うことが可能な体制とする。

⑬ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
1)監査等委員は、取締役会のほか、必要に応じて重要な会議に出席できることとする。
2)監査等委員会は、代表取締役と四半期に１度の定期的な打合せ及び意見交換を行うほか、必
要に応じて取締役及び使用人にヒアリングを実施する。
3)監査等委員会は、内部監査人及び監査法人と四半期に１度の定期的な打合せを行い、相互連
携を図るほか、必要に応じて報告を求める。
4)監査等委員会が必要と認める場合には、弁護士や公認会計士等の外部の専門家を活用でき
る。

⑭ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　内部統制システムに関する基本方針及び関連規程に基づき、財務報告に係る内部統制の整備
及び運用を行う。

⑮ 反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
1)当社は、反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、不当要求は断固拒絶することを基本的な考
えとする。
2)取引先等につき、反社会的勢力との関係の有無を確認するとともに、外部関係機関等からの
情報収集に努める。
3)反社会的勢力への対応に備え、平素から警察、弁護士等の外部の専門機関との協力・連携体
制を構築する。
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⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであ
ります。

①重要な会議の開催状況
・当事業年度において取締役会を21回開催し、各議案について十分な審議を行いました。
・取締役会において、毎月月次経営成績が報告され、当社年度計画の達成状況、課題及びその対
応策を確認し、議論を行いました。

②コンプライアンス・リスクマネジメントに対する取り組みの状況
・コンプライアンス意識の徹底を図るため、適宜研修及び啓発活動を行いました。
・法令違反、不正行為等の未然防止及び早期発見を目的として、内部通報窓口を設置しておりま
す。
・リスクマネジメントについては、当社におけるリスクの抽出、対応方針の策定、対応策の立案
及び対応状況の進捗確認を行いました。
・情報セキュリティについては、情報の適切な保存、管理に向けた規程等を整備しております。
また、適宜情報管理に関する啓発活動を行うとともに、各種情報の流出・漏洩の未然防止に向
けた取り組みを行いました。

③監査等委員会に関する運用状況
・監査等委員は、取締役会をはじめとする重要な会議への出席等を通じて、取締役及び部門長か
ら業務執行の報告を受けるとともに、その意思決定の過程や内容について監督を行っておりま
す。
・監査等委員会は、内部監査人が行った監査に関する報告を受けるほか、独自に監査等委員によ
る監査を行っております。さらに常勤監査等委員は、内部監査人と毎月1回情報交換を行って
おります。

④内部監査に関する運用状況
・内部監査人は、年間の監査計画に基づき当社各部門について内部監査を実施しました。
・内部監査人は、内部監査の結果を定期的に代表取締役社長に報告するとともに、監査等委員会
にも報告しています。
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４. 会社の支配に関する基本方針
　当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、特に定め
ておりません。

５. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題と認識しており、将来における安定的な企
業成長と、経営環境の変化に対応するために必要な内部留保資金を確保しつつ、業績への連動性の
高い利益配分を継続かつ安定的に行うことを基本方針としております。
　内部留保資金につきましては、今後の事業展開と経営環境の変化に対応するための資金として有
効に活用したいと考えております。
　これらの方針に基づき、当連結会計年度の期末配当金につきましては、１株につき普通配当19
円とさせていただきます。
　これにより、中間配当を含めました当連結会計年度の年間配当金は１株につき38円となりま
す。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

9,586
5,935
241
363
43
29

2,198
814
△40

9,987
3,581
3,004
450
125

4,275
2,827
196
1,251
2,131
25
446
1,593
66
△0　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 7,614
買 掛 金 136
未 払 金 1,272
１年内返済予定長期借入金 363
未 払 法 人 税 等 591
未 払 消 費 税 等 176
前 受 金 4,142
賞 与 引 当 金 451
そ の 他 480

固 定 負 債 2,184
長 期 借 入 金 1,090
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 71
退 職 給 付 に 係 る 負 債 115
資 産 除 去 債 務 907
繰 延 税 金 負 債 0

負 債 合 計 9,799
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 9,734
資 本 金 1,431
資 本 剰 余 金 1,421
利 益 剰 余 金 7,266
自 己 株 式 △385

その他の包括利益累計額 5
退職給付に係る調整累計額 5

新 株 予 約 権 33
非 支 配 株 主 持 分 0

純 資 産 合 計 9,774
資 産 合 計 19,574 負 債 純 資 産 合 計 19,574

連 結 貸 借 対 照 表
（2022年９月30日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（2021年10月１日から2022年９月30日まで）
科 目 金 額

売 上 高 29,352
売 上 原 価 19,633
売 上 総 利 益 9,718
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,940
営 業 利 益 2,778
営 業 外 収 益
受 取 利 息 0
業 務 受 託 料 3
助 成 金 収 入 5
受 取 賃 貸 料 3
そ の 他 4 17

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5
支 払 手 数 料 1
そ の 他 6 13

経 常 利 益 2,782
特 別 利 益
受 取 補 償 金 30 30

特 別 損 失
関 係 会 社 株 式 評 価 損 50
減 損 損 失 99 150

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,661
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,161
法 人 税 等 調 整 額 △100 1,061
当 期 純 利 益 1,600
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △6
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,607

連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（2021年10月１日から2022年９月30日まで）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当連結会計年度期首残高 1,430 1,420 6,377 △385 8,843
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △33 △33
会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 1,430 1,420 6,344 △385 8,810
当連結会計年度変動額
新 株 の 発 行 0 0 1
剰 余 金 の 配 当 △685 △685
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,607 1,607
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 0 0 922 △0 923
当連結会計年度末残高 1,431 1,421 7,266 △385 9,734

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 非 支 配 株 主

持 分 純 資 産 合 計退職給付に係る調整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 2 2 11 7 8,864
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △33
会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 2 2 11 7 8,830
当連結会計年度変動額
新 株 の 発 行 1
剰 余 金 の 配 当 △685
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,607
自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 3 3 22 △6 19

当連結会計年度変動額合計 3 3 22 △6 943
当連結会計年度末残高 5 5 33 0 9,774

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
出 資 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

5,620
2,528
254
308
43
19
141
2,316
21
△14

8,029
1,590
1,527

1
0
62

146
28
59
58

6,291
0

4,659
520
0
0
24
284
724
78
△0　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 3,718
買 掛 金 76
未 払 金 778
未 払 費 用 27
未 払 法 人 税 等 379
未 払 消 費 税 等 141
前 受 金 1,637
預 り 金 613
賞 与 引 当 金 14
そ の 他 49

固 定 負 債 600
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 71
退 職 給 付 引 当 金 123
資 産 除 去 債 務 404

負 債 合 計 4,318
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 9,296
資 本 金 1,431
資 本 剰 余 金 1,421
資 本 準 備 金 1,421

利 益 剰 余 金 6,829
利 益 準 備 金 0
そ の 他 利 益 剰 余 金 6,829
繰 越 利 益 剰 余 金 6,829

自 己 株 式 △385
新 株 予 約 権 33
純 資 産 合 計 9,330

資 産 合 計 13,649 負 債 純 資 産 合 計 13,649

貸　借　対　照　表
（2022年９月30日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2021年10月１日から
2022年９月30日まで ）

科 目 金 額
売 上 高 14,420
売 上 原 価 8,667
売 上 総 利 益 5,752
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,806
営 業 利 益 1,946
営 業 外 収 益
受 取 利 息 1
業 務 受 託 料 3
そ の 他 1 5

営 業 外 費 用
支 払 手 数 料 1
そ の 他 1 2

経 常 利 益 1,949
特 別 損 失
関 係 会 社 株 式 評 価 損 110 110

税 引 前 当 期 純 利 益 1,838
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 624
法 人 税 等 調 整 額 △11 613
当 期 純 利 益 1,225

損　益　計　算　書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2021年10月１日から
2022年９月30日まで ）
株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金利益準備金

その他利益
剰 余 金利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,430 1,420 0 6,288 6,288 △385 8,754 11 8,765
会 計 方 針 の 変 更
による累積的影響額 △0 △0 △0 △0
会計方針の変更を
反映した当期首残高 1,430 1,420 0 6,288 6,288 △385 8,754 11 8,765

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 0 0 1 1

剰 余 金 の 配 当 △685 △685 △685 △685

当 期 純 利 益 1,225 1,225 1,225 1,225

自 己株式の取得 △0 △0 △0
株主資本以外の項
目の当期変動額
（ 純 額 ）

22 22

当 期 変 動 額 合 計 0 0 － 540 540 △0 542 22 565

当 期 末 残 高 1,431 1,421 0 6,829 6,829 △385 9,296 33 9,330

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書
2022年11月21日

株式会社スプリックス
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
北関東事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福　島　　　力
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池　田　幸　恵

　

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社スプリックスの2021年10月

１日から2022年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社スプリックス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に係る会計監査報告
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対
して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに
入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。
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・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成
及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に
関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。
以　上
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独立監査人の監査報告書
2022年11月21日

株式会社スプリックス
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
北関東事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 島 　 力
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 幸 恵

　

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社スプリックスの2021

年10月１日から2022年９月30日までの第26期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査報告
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に
対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評
価する。
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監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2021年10月１日から2022年９月30日までの第26期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし
ます。

１. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締

役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、当期の監査方針、職務の分担

等に従い、会社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席
し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、会社の業務及び財産の状況を調査しました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
（1）　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

監査等委員会の監査報告
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（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　 　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）　連結計算書類の監査結果
　　 　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

３. 各監査等委員間にて異なる意見はございません。

常勤監査等委員 赤 澤 嘉 信 印

監 査 等 委 員 大 津 広 一 印

監 査 等 委 員 松 浦 剛 志 印

　　　　2022年11月21日
株式会社スプリックス　監査等委員会

　（注）　監査等委員大津広一及び松浦剛志は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規
定する社外取締役であります。

以　上
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現 行 定 款 変 更 案
（商号） （商号）
第１条 当会社は、株式会社スプリックスと称し、

英文ではSPRIX, Ltd.と表示する。
第１条 当会社は、株式会社スプリックスと称し、

英文ではSPRIX Inc.と表示する。

株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件
１. 提案の理由

(1) 株主総会資料の電子提供制度が導入されたことに伴う変更
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定す

る改正規定が2022年９月１日に施行され、株主総会資料の電子提供制度が導入されたことに
伴い、次のとおり定款を変更するものであります。
① 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めること

が義務付けられたことから、変更案第14条（電子提供措置等）第１項を新設するもので
あります。

② 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付
を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定する
ことができるようにするため、変更案第14条（電子提供措置等）第２項を新設するもの
であります。

③ 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第14条（株主総会参考書類等
のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するものであ
ります。

④ 上記の削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本附則は期日
経過後に削除するものといたします。

(2) 法人格の英文表示変更
　今後の海外展開を鑑みて、現行定款第１条（商号）に定める商号英文表示の法人格を変更す
るものであります。

２. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみな
し提供）
第14条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類、事業報告、計算書類および連
結計算書類に記載または表示をすべき事項
に係る情報を、法務省令に定めるところに
従いインターネットを利用する方法で開示
することにより、株主に対して提供したも
のとみなすことができる。

（削　　除）

（電子提供措置等）
（新　　設） 第14条 当会社は株主総会の招集に際し、株主総会

参考書類等の内容である情報について、電
子提供措置をとるものとする。

２． 当会社は電子提供措置をとる事項のうち法
務省令で定めるものの全部又は一部につい
て、議決権の基準日までに書面交付請求を
した株主に対して交付する書面に記載する
ことを要しないものとする。

（附則）
（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

（新　　設） 第２条 2022年９月１日から６か月以内の日を株主
総会の日とする株主総会については、変更
前定款第14条（株主総会参考書類等のイン
ターネット開示とみなし提供）は、なお効
力を有する。

２． 本条の規定は、2022年９月１日から６か月
を経過した日又は前項の株主総会の日から
３か月を経過した日のいずれか遅い日後に
これを削除する。
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候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
つ ね 　 い し 　 ひ ろ 　 ゆ き

常 石 博 之
(1971年４月23日)

    1994年    4 月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行）入行

    2004年    3 月 当社取締役就任
    2004年    10月 当社コンテンツ事業本部長就任
    2007年    12月 当社取締役副社長
    2018年    12月 当社代表取締役社長（現任）

1,293,750株

２
ひ ら 　 い し 　 　 　 あ き ら

平 石 　 明
(1964年11月20日)

    1987年    4 月 長岡第一ゼミ入社
    1992年    4 月 株式会社伸葉スクール入社
    1995年    4 月 株式会社ＮＳＧアカデミー入社
    1997年    1 月 当社設立、代表取締役社長就任
    2018年    12月 当社取締役就任（現任）

当社事業部門管掌（現任）

724,550株

３
ひ ら 　  い 　 　 と し 　 ひ で

平 井 利 英
(1974年12月９日)

    1998年    4 月 エームサービス株式会社入社
    2000年    2 月 当社入社
    2003年    10月 当社管理部総務課長
    2008年    12月 当社取締役就任（現任）
    2015年    12月 当社個別指導事業本部管掌
    2018年    12月 当社コーポレート部門管掌（現任）

2,300株

第２号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件
　取締役（監査等委員であるものを除く。以下、本議案において同じ。）全員（３名）は、本総会終
結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役３名の選任をお願いするものでありま
す。
　なお、当社の監査等委員会は、本議案で提案されている全ての取締役候補者について特段指摘すべ
き事項は無いとの結論に至っております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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２. 取締役候補者とした理由
⑴常石博之氏は、2018年より代表取締役社長に就任しました。2004年より当社の取締役として経営の

中枢を担い、当社経営における豊富な経験と高い知見により、現在まで事業拡大に寄与してまいりま
した。当社取締役としての適切な業務執行の実績を鑑み、今後も取締役会において的確な意思決定と
監督機能の実効性強化が期待できるため、取締役候補者としました。

⑵平石明氏は、1997年に当社を設立し、2018年まで代表取締役社長として、当社経営における豊富な
経験と高い知見により、持続的かつ高い成長を実現してまいりました。当社創業取締役としての適切
な業務執行の実績を鑑み、今後も当社取締役会において的確な意思決定と監督機能の実効性強化が期
待できるため、取締役候補者としました。

⑶平井利英氏は、2000年より当社に入社し2008年より当社の取締役となり、事業部門と管理部門双方
を経験しており当社の事業に精通しております。当社取締役としての適切な業務執行の実績を鑑み、
今後も取締役会において的確な意思決定と監督機能の実効性強化が期待できるため、取締役候補者と
しました。

３. 「所有する当社の株式数」については、2022年９月30日現在の所有株式数を記載しております。
４．当社は、当社の取締役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、当該責任の
追及に責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きます。）を当該保険契約により補
填することとしています。なお、当該保険契約の保険料は全額を当社が負担しており、非保険者の実
質的な保険料負担はありません。
各取締役候補者の選任が承認されますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含められることとなり
ます。
また、当該保険契約は次回更新時においても同様の内容での更新を予定しております。
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候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
ま つ 　 う ら 　 た け  　 し
松 浦 剛 志

(1969年９月９日)

    1993年    4 月 株式会社東京銀行（現株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行）入行

    1998年    1 月 株式会社グロービス入社
    2001年    1 月 アントレピア株式会社入社
    2002年    6 月 有限会社ウィルミッツ設立　代表取締

役就任（現任）
    2006年    11月 株式会社プロセス・ラボ設立　代表取

締役就任
    2018年    7 月 ラフラインホールディングス株式会社

社長室長就任（現任）
    2018年    12月 当社社外取締役監査等委員就任（現

任）

3,500株

２
あ か 　 ざ わ 　 ひ ろ 　 の ぶ
赤 澤 嘉 信

(1972年10月７日)

    1996年    4 月 藤田観光株式会社入社
    2000年    8 月 株式会社パソナテック入社
    2006年    1 月 ＭＯＶＩＤＡ　ＨＯＬＤＩＮＧＳ株式

会社入社
    2007年    4 月 ＡＢＣ　Ｃｏｏｋｉｎｇ　Ｓｔｕｄｉ

ｏ株式会社入社
    2008年    4 月 株式会社エービーシースタイル代表取

締役就任
    2010年    1 月 当社入社　ヒューマンリソース部長就

任
    2016年    10月 当社内部監査室長
    2020年    12月 当社取締役常勤監査等委員就任（現

任）

6,750株

第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、あら

ためて監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３

※
あ さ 　 み  　 ゆ う 　 こ
浅 見 裕 子
(戸籍上の氏名：勝尾裕子)

(1972年１月５日)

    2000年    4 月 学習院大学経済学部専任講師就任
    2003年    4 月 学習院大学経済学部助教授就任
    2008年    4 月 学習院大学経済学部教授就任（現任）
    2014年    4 月 学習院大学副学長就任
    2018年    6 月 大建工業株式会社　社外監査役就任
    2019年    4 月 学習院大学大学院経営学研究科委員長

就任（現任）
    2019年    6 月 金融庁公認会計士・監査審査会委員就

任（現任）
    2019年    6 月 財務会計基準機構　企業会計基準諮問

会議委員就任（現任）
    2020年    9 月 国立大学法人茨城大学監事就任（現

任）
    2021年    6 月 大建工業株式会社　社外取締役監査等

委員就任（現任）

0株

（注）１. ※印は、新任の取締役候補者であります。
２. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３. 松浦剛志氏及び浅見裕子氏は、社外取締役候補者であります。
４. 取締役候補者とした理由

⑴松浦剛志氏は、経営者としての豊富な経験と高い見識を当社の監査・監督に活かしていただくため、
監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。

⑵赤澤嘉信氏は、ヒューマンリソース部長と内部監査室長を歴任し、当社のコンプライアンス経営や、
コーポレート・ガバナンス体制の強化にその見識を活かしていただくため、監査等委員である取締役
として選任をお願いするものであります。

⑶浅見裕子氏は、経済学部教授としての高い見識を当社の監査・監督に活かしていただくため、監査等
委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。

５. 松浦剛志氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、同氏の在任期間は、本総会
終結の時をもって４年となります。

６. 当社は、松浦剛志氏及び赤澤嘉信氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、法令の定める最低責任限度額としており、両氏が再任された場合は、両氏との当該契約を継続す
る予定であります。
また、浅見裕子氏の選任が承認された場合は、同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であ
ります。
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７. 当社は、松浦剛志氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏が再任
された場合は、引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
また、浅見裕子氏の選任が承認された場合は、新たに独立役員となる予定であります。

８. 「所有する当社の株式数」については、2022年９月30日現在の所有株式数を記載しております。
９. 当社は、当社の取締役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、当該責任の
追及に責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きます。）を当該保険契約により補
填することとしています。なお、当該保険契約の保険料は全額を当社が負担しており、非保険者の実
質的な保険料負担はありません。
各取締役候補者の選任が承認されますと、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同様の内容での更新を予定しております。
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氏 名 略 歴
大 津 広 一 2015年８月 当社社外取締役監査等委員就任（現任）

第４号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
　監査等委員である取締役大津広一氏は、本総会終結の時をもって退任されますので、その在任中の
功労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈したいと存
じます。
　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、監査等委員である取締役の協議に、ご一任願いた
いと存じます。
　退任される監査等委員である取締役の略歴は、次のとおりであります。
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名 称 太陽有限責任監査法人

事 業 所

主たる事業所
　東京都港区元赤坂１丁目２番地７号　赤坂Ｋタワー22階
その他の事務所
　11か所

沿 革

    1971年    9 月 太陽監査法人設立
    1994年    10月 グラントンソン　インターナショナル加盟
    2006年    1 月 太陽監査法人とＡＳＧ監査法人が合併し、太陽ＡＳＧ監

査法人となる。
    2008年    7 月 有限責任組織形態に移行し、太陽ＡＳＧ有限責任監査法

人となる。
    2012年    7 月 永昌監査法人と合併
    2013年    10月 霞が関監査法人と合併
    2014年    10月 太陽有限責任監査法人に社名変更
    2018年    7 月 優成監査法人と合併

概 要

人員構成 代表社員・社員 89名
特定社員 4名
公認会計士 298名
公認会計士試験合格者等 234名
その他 484名
合計 1,109名

被監査会社数 1,078社
　

第５号議案　会計監査人選任の件
　当社の会計監査人である有限責任 あずさ監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了により退
任されますので、監査等委員会の決定に基づき、新たに太陽有限責任監査法人を会計監査人に選任す
ることにつき、ご承認をお願いするものであります。
　なお、監査等委員会が太陽有限責任監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、現会計監査人の
監査継続年数を考慮し、会計監査人の交代により新たな視点での監査が期待できることに加え、同法
人の独立性、専門性及び品質管理体制についての検討を行い、適任と判断したためであります。
　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

（2022年９月30日現在）

以上
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会場 新潟県長岡市台町２丁目８番35号
ホテルニューオータニ長岡　２階　白鳥の間
TEL （0258）37－1111

交通 上越新幹線 ＪＲ長岡駅東口より 徒歩１分
信 越 本 線 ＪＲ長岡駅東口より 徒歩１分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。
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